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１ 福祉保健部幹部職員

福祉保健部次長

福祉保健部長 重 黒 木 清 （福祉担当） 小 川 雅 彦
じゆうくろぎ きよし お が わ まさひこ

福祉保健部次長

（保健・医療担当） 和 田 陽 市
わ だ よういち

こども政策局長 髙 山 智 弘
たかやま ともひろ

課 長 等 課 長 補 佐 等所 属 名

部参事兼 那 須 隆 輝副参事兼課長補佐（総括）
な す た か き

福 祉 保 健 課 課 長 山 下 栄 次 課長補佐( ) 西久保 泰 子福祉・自殺対策担当
やました え い じ にしくぼ や す こ

※議会担当主 幹( ) 池 田 雄 市企画調整担当
い け だ ゆういち

指導監査・援護課 課 長 中 澤 紀代美 課長補佐 佐 多 能 成
なかざわ き よ み さ た よししげ

医 療 薬 務 課 課 長 牛ノ濱 和 秀 課長補佐 徳 地 清 孝
うしのはま かずひで と く ち き よ たか

林 隆 一朗薬務対策室長
はやし りゆういちろう

国民健康保険課 課 長 野 海 幸 弘 課長補佐 德 山 美 和
の う み ゆきひろ とくやま み わ

長 寿 介 護 課 課 長 福 山 旭 課長補佐 前 村 敦 子
ふくやま あきら まえむら あ つ こ

津 田 君 彦医療・介護連携推進室長
つ だ きみひこ

障がい福祉課 課 長 重 盛 俊 郎 課長補佐 藤 本 千佳子
しげもり としろう ふじもと ち か こ

衛 生 管 理 課 課 長 壹 岐 和 彦 課長補佐（総括） 松 本 武 士
い き かずひこ まつもと た け し

課長補佐（ ） 下 村 高 司技術担当
しもむら た か し

健 康 増 進 課 課 長 市 成 典 文 課長補佐（総括） 井 上 裕 二
いちなり のりふみ いのうえ ゆ う じ

有 村 公 輔 副参事兼課長補佐 坂 本 三智代感染症対策室長
ありむら こうすけ さかもと み ち よ

（ ）技術担当

室長補佐 牧 浩 一
まき こういち

こ ど も 政 策 局

こども政策課 課 長 柏 田 学 課長補佐 徳 松 一 豊
かしわだ まなぶ とくまつ かずとよ

こども家庭課 課 長 壱 岐 秀 彦 課長補佐 髙 橋 輝
い き ひでひこ たかはし てらす
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２　福祉保健部の執行体制 令和３年4月1日現在

（本　庁） （関係出先機関）
※1局 10課 3室 ※31所属

福祉こどもセンター（中央、南部、北部） 

・総務担当 児湯福祉事務所

・企画調整担当 保健所（中央、日南、都城、小林、 

・地域福祉保健･自殺対策担当 　　　　高鍋、日向、延岡、高千穂） 

・保護担当　　 衛生環境研究所

・法人指導担当

・施設監査担当

・援護恩給担当

・介護人材・高齢化対策担当

・施設介護担当

・居宅介護担当

医療・介護連携推進室

・地域包括ケア推進担当

・介護保険指導担当

身体障害者相談センター

・社会参加推進・管理担当 県立こども療育センター

・障がい者・就労支援担当 精神保健福祉センター

・障がい児支援担当

・精神保健担当

・医務・計画担当

・医療体制担当

・医師確保担当

・看護担当　　　

薬務対策室

・薬務担当

・指導担当

・運営担当

・財政担当

食肉衛生検査所

・食品衛生担当  （都城、高崎、小林、都農、日向）

・環境水道担当 動物愛護センター

・乳肉衛生担当　　

・健康づくり･歯科保健担当

・がん・疾病対策担当

・母子保健・医療支援担当

感染症対策室

・感染症対策担当

・新型コロナウイルス担当

・ワクチン接種担当

・こども企画担当

・子育て支援担当

・幼児教育保育担当

女性相談所

・家庭・青少年健全育成担当 女性保護施設「きりしま寮」 

・児童支援担当 児童相談所（中央、都城、延岡） 

児童自立支援施設「県立みやざき学園」 

県立産院（宮崎、延岡、日南） 

こ ど も

政 策 局 長

  担　 当）

福 祉 保 健 課

長 寿 介 護 課

障 が い 福 祉 課

こども家庭課

健 康 増 進 課

こども政策課

衛 生 管 理 課

国民健康保険課

福
　
　
　
祉
　
　
　
保
　
　
　
健
　
　
　
部
　
　
　
長

医 療 薬 務 課

指導監査・援護課

次　長

（保健･医療

次　長

（福祉担当）
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３　福祉保健部予算の概要

県及び福祉保健部の予算(一般会計）
（単位：千円）

132,287,203 112,647,517 17.4 ％

福祉保健部・課別予算額
（単位：千円）

福 祉 保 健 課 12,611,175 11,795,219 6.9 ％

指導監査・援護課 176,327 175,607 0.4 ％

医 療 薬 務 課 4,045,885 5,163,369 △ 21.6 ％

国 民 健 康 保 険課 29,530,867 29,543,168 △ 0.1 ％

長 寿 介 護 課 21,796,527 20,251,133 7.6 ％

障 が い 福 祉 課 16,877,939 16,759,144 0.7 ％

衛 生 管 理 課 1,726,387 1,641,547 5.2 ％

健 康 増 進 課 20,865,633 3,400,519 513.6 ％

こ ど も 政 策 課 18,611,601 18,265,139 1.9 ％

こ ど も 家 庭 課 6,044,862 5,652,672 6.9 ％

計 132,287,203 112,647,517 17.4 ％

国民健康保険課
（国民健康保険特別会計）

114,542,975 117,625,117 △ 2.6 ％

こ ど も 家 庭 課
（母子父子寡婦福祉資金特別会計）

280,005 315,647 △ 11.3 ％

247,110,183 230,588,281 7.2 ％

　　区　　　　　　　分 令和3年度 令和2年度 伸　率

　　県　 の　 予　 算 625,505,000 612,788,000 2.1 ％

（１）　令和３年度福祉保健部の予算 

一般会計

福 祉 保 健 部 合 計

　　福祉保健部予算

会計名 課　　　　名 令和3年度

特別会計

令和2年度 伸　率
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（２）福祉保健部の主な事業

事業名 担当課 予算額
（単位：千円）

１．人口問題対応プログラム

不妊治療支援環境づくり事業 健康増進課 6,300

みやざき結婚サポート事業 こども政策課 61,676

未来みやざき子育て県民運動推進事業 こども政策課 14,247

４．生涯健康・活躍社会プログラム

介護福祉士等養成・確保特別対策事業 福祉保健課 151,985

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進事業 福祉保健課 9,101

医師の働き方改革推進事業 医療薬務課 95,569

特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 医療薬務課 20,011

市町村国保レセプトデータ等活用支援事業 国民健康保険課 175,000

外国人介護人材確保対策事業 長寿介護課 3,206

福祉系高校と連携した中学校への介護の魅力発信事業 長寿介護課 1,591

新人介護職員定着支援事業 長寿介護課 5,137

アレルギー疾患医療提供体制整備事業 健康増進課 3,220

アレルギー専門医等育成による小児医療支援事業 健康増進課 3,000

生涯を通じた予防・健康づくり推進事業 健康増進課 5,268

「いのちをつなぐ」「地域で支える」自殺対策推進事業 福祉保健課 44,151

自殺対策セーフティネット強化推進事業 福祉保健課 11,450

訪問等の充実による自立相談支援強化事業 福祉保健課 7,920

生活困窮者等就労準備支援事業 福祉保健課 5,473

生活困窮者等の就労体験・就労訓練先開拓事業 福祉保健課 6,995

障害福祉サービス従事者養成研修事業 障がい福祉課 6,000

障がい者工賃向上等支援事業 障がい福祉課 8,567

殺処分ゼロに向けての動物愛護センター機能強化事業 衛生管理課 3,261

大規模災害等に備えた被災ペットの収容強化事業 衛生管理課 6,971

社会的養護自立支援強化事業 こども家庭課 9,082

協働によるひとり親家庭応援事業 こども家庭課 2,500

介護施設等防災・減災対策強化事業 長寿介護課 123,406

愛の予防接種助成事業 健康増進課 15,783

事業名 担当課
予算額

（単位：千円）

医療・福祉提供体制の確保・充実

新型コロナウイルスワクチン接種に係る啓発相談事業 健康増進課 35,914

自殺対策セーフティネット強化推進事業【再掲】 福祉保健課 11,450

感染拡大防止対策の推進

介護施設等感染拡大防止対策支援事業 長寿介護課 264,846

医療的ケア児等一時保護事業 障がい福祉課 2,604

新型コロナ対策「ガイドライン」等普及定着事業 衛生管理課 52,178

地域で支える子どもの居場所づくり支援事業 福祉保健課 5,000

協働によるひとり親家庭応援事業【再掲】 こども家庭課 2,500

ソフト・ハード両面からの
防災・減災対策

人への感染症に対する
感染予防・流行対策強化

５．危機管理強化プログラム

アクションプラン

  ①「未来みやざき創造プラン」アクションプラン関連の新規・改善事業

生きる喜びを実感し、
安心して暮らせる社会づくり

合計特殊出生率の向上に
向けた環境づくり

地域における福祉・医療の
充実と健康寿命の延伸

新たな日常に応じた生活支援

生活困窮者・ひとり親
家庭等支援

  ②コロナ対策関連の新規・改善事業

施策

ワクチン接種に向けた取組

相談体制

感染拡大防止対策
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医療・福祉提供体制の確保・充実

令和３年度 当初予算

新型コロナウイルス感染症対策予算 福祉保健部

◆ 新型コロナウイルスワクチン接種に係る啓発相談事業（健康増進課）

・医療従事者等への接種確保、相談体制の確保

◆患者等受入体制支援事業（医療薬務課）

・医療従事者派遣、搬送体制確保等

◆調整本部運営事業（医療薬務課）

・調整本部運営、医療機関等との連携・情報共有体制の構築

◆医療提供体制強化事業（健康増進課）

・受入病床確保・医療従事者特別手当・陰圧装置設備補助

◆軽症者等宿泊療養施設運営事業（健康増進課）

・軽症者宿泊療養施設の確保、運営等

◆感染患者入院費公費負担（健康増進課）

・入院患者、宿泊施設患者の自己負担分の公費負担

◆感染防護服等整備事業（健康増進課）

・医療機関、保健所等で使用する防護服整備

医療提供体制の確保

介護・福祉サービス体制の確保
◆労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業（長寿介護課）

・負担軽減や業務効率化を図るための介護ロボット導入経費等

◆介護サービス継続支援事業（長寿介護課）

・感染者が発生した場合の介護サービスの継続に必要な経費

◆障害福祉サービス事業所等感染症対策支援事業（障がい福祉課）

・感染者が発生した場合の障害福祉サービスの継続に必要な経費

ワクチン接種に向けた取組

◆ 自殺対策セーフティネット強化推進事業（福祉保健課）

・ワンストップ相談会等の拡充や、女性や若者を対象とした情報発信・啓発の強化

◆心のケア支援事業（障がい福祉課）

・県民の心身の変調に対応するための電話や訪問による相談体制の強化

相談体制

16,328,338千円

274,416千円

35,914千円

14,909千円

計16,653,577千円
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1

感染拡大防止対策の推進

新たな日常に応じた生活支援

感染拡大防止対策（設備整備支援等）
◆ 介護施設等感染拡大防止対策支援事業（長寿介護課）

・簡易陰圧装置等の設置及び個室化改修に必要な経費

◆ 医療的ケア児等一時保護事業（障がい福祉課）

・医療的ケア児等が濃厚接触者となった場合の一時的な保護支援

◆ 新型コロナ対策「ガイドライン」等普及定着事業（衛生管理課）

・「ガイドライン」の遵守、「新しい生活様式」の定着促進等

◆幼児教育の質の向上のための環境整備事業（こども政策課）

・感染症対策を徹底するために必要な経費

◆児童養護施設等環境改善事業（こども家庭課）

・個室化に要する改修費、感染症対策のかかり増し経費等

検査体制の確保
◆受診・健康相談支援事業（健康増進課）

・受診相談センター運営費

◆ＰＣＲ検査体制等強化事業（健康増進課）

・PCR検査費用（衛環研）PCR検査機関への検査機器購入補助、地域外来・検査センター運営費、PCR検査公

費負担等

586,128千円

781,646千円

計1,367,774千円

◆ 介護福祉士等養成・確保特別対策事業（福祉保健課）

・福祉系高校の学生への修学資金等貸付金

◆住居確保給付金（福祉保健課）

・住居を失うおそれのある者に対する住居給付金

◆ 地域で支える子どもの居場所づくり支援事業（福祉保健課）

・地域で子ども食堂の運営や子どもの学習支援等を行う団体への支援

◆ 協働によるひとり親家庭応援事業(こども家庭課)

・ひとり親家庭を支援する民間団体のモデル的な取組に要する経費への補助

生活困窮者・ひとり親家庭等支援

◆不妊治療費等助成事業（健康増進課）

・不妊治療等を受ける夫婦に対し、治療費等を助成

◆妊産婦寄り添い支援事業（健康増進課）

・妊婦への検査と感染した妊産婦への訪問等による寄り添い支援

母子保健医療対策

164,885千円

398,691千円

計563,576千円
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○新規・改善事業

介護福祉士等養成・確保特別対策事業

福祉保健課

１ 目的・背景

介護人材を着実に確保していくため、福祉系高校に通う学生への修学資金貸付や、他

業種で働いていた方等への介護分野就職支援金の貸付を実施する。

２ 事業概要

（１）福祉系高校修学資金貸付事業

福祉系高校に通う学生に対し、返済免除付き貸付を実施

① 修学準備金（入学金を除く） ３万円（初回に限る）

② 介護実習費 ３万円（年額）

③ 国家試験受験対策費用 ４万円（年額）

④ 就職準備金 ２０万円（就職する場合及び最終回に限る）

（２）介護分野就職支援金貸付事業

他業種で働いていた方等に対し、介護分野への就職の際の返済免除付き貸付を実施

貸付額（上限） ２０万円

３ 事 業 費

１５１，９８５千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 151,985 0

※ そ の 他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

若者や幅広い人材の介護分野への参入促進により、介護人材の確保が図られる。
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訪問等の充実による自立相談支援強化事業

福祉保健課

１ 目的・背景

就職期の経済状況により不安定就労を余儀なくされた就職氷河期世代をはじめ

長期間就労していない者や社会的に孤立している生活困窮者等は、課題を抱えな

がらも社会との関係が希薄になるなど、必ずしも支援を受けているわけではない

ため、地域で支援を必要としている方を積極的に掘り起こし、早期に支援につな

げる。

２ 事業概要

郡部の自立相談支援機関にアウトリーチ支援員を３名配置することにより、課

題を抱えた生活困窮者等の自立に向けて、以下の支援を実施する。

（支援内容）

・ 町村役場や民生委員等と情報共有を行い、支援を必要としている生活困窮者

等の掘り起こしを実施

・ 支援対象者を訪問し、本人が抱える課題に応じた支援内容の提案

・ 町村役場や支援団体等の関係機関へ同行することにより、支援事業への参加

を促進

３ 事 業 費

７，９２０千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

7,920 0 0

４ 事業効果

地域に潜在する支援ニーズを的確に把握するとともに、支援対象者一人ひとり

のニーズに応じた支援を実施することが可能となり、早期に自立に向けた支援に

つなげることができる。
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生活困窮者等就労準備支援事業

福祉保健課

１ 目的・背景

就職期の経済状況により不安定就労を余儀なくされた就職氷河期世代をはじめ

長期間就労していない者や社会的に孤立している生活困窮者等に対して、生活リ

ズムの改善や就労意欲の向上を図ること等を目的に、就労に向けた準備となる就

労体験や就労訓練を実施する。

また、県全域での事業実施を目指して、各市と広域実施に向けた協議検討を行

う。

２ 事業概要

就労体験や就労訓練を組み込んだ就労準備支援プログラムにより以下の支援を

行う。

（１）日常生活自立に関する支援

身だしなみや規則正しい起床・就寝、バランスのとれた食事の摂取等につい

て助言・指導を行い、適切な生活習慣を身に付けるよう支援する。

（２）社会生活自立に関する支援

朝礼・終礼の実施、挨拶の励行、基本的コミュニケーション能力の形成等に

ついて助言・指導を行い、社会的能力を身に付けるよう支援する。

（３）就労自立に関する支援

模擬面接、ビジネスマナー講習、職種の適性診断、企業等での就労体験・就

労訓練を行い、一般就労に必要な能力の向上を支援する。

（４）広域実施に向けた支援

郡部と周辺市をあわせた広域で事業を実施するため、仕様書や契約書等の必

要なルール作りを行う。

３ 事 業 費

５，４７３千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

3,780 0 1,693

４ 事業効果

就労に向けた準備が整っていない生活困窮者等の社会参加、就労再開等に向け

た能力向上により、日常生活自立、社会生活自立、就労による経済的自立が図ら

れる。

また、広域で事業実施することによって支援対象者の就労体験等の選択肢が広

がり、事業効果をさらに高めることができる。
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生活困窮者等の就労体験・就労訓練先開拓事業

福祉保健課

１ 目的・背景

生活困窮者等就労準備支援事業の支援対象者が利用する就労体験・就労訓練の

受入先となる企業等の開拓を行うことにより、就労支援の充実を図る。

２ 事業概要

（１）就労体験・就労訓練の受入先の開拓

地域の社会福祉法人や障がい者雇用を積極的に行う等、社会貢献に尽力して

いる企業等を中心に訪問し、就労体験・就労訓練の受入先を開拓する。

（２）支援メニューの提案

開拓した企業等に対し、支援対象者のニーズに合わせた支援メニューを提案

する。

（３）受入時の調整

開拓した企業等において、就労体験・就労訓練が円滑に行われるようにする

ため、就労支援対象者の初回受入れを行う際に同行し、開拓した企業等側と利

用者側との調整を行う。

（４）開拓した企業等の情報共有

就労体験・就労訓練の受入先として開拓した企業等の活用が図られるよう、

県内の自立相談支援機関と情報共有を行う。

３ 事 業 費

６，９９５千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

6,995 0 0

４ 事業効果

市町村の枠を超えて開拓した企業等の情報を共有することができるとともに、

就労体験・就労訓練の受入先の選択肢が広がることで、就労支援対象者のニーズ

に応じた支援が可能となる。
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地域で支える子どもの居場所づくり支援事業

福祉保健課

１ 目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が外出を控え、多くの子ども食

堂や学習支援団体が活動を縮小・停止したため、新しい生活様式の実践及び事業

運営に必要な資材等の購入費を補助することにより、子どもたちが安心して利用

できる環境の整備及び事業運営の安定化を図る。

２ 事業概要

子どもの学習支援を行う団体や子ども食堂・フードバンク等の運営を行う団体

を対象に、消毒液、マスク、フェイスガードなど新しい生活様式の実践に必要な

資材等や弁当容器、箸、スプーン等の使い捨て資材の購入補助を行う。

（補助率10/10、上限５万円）

３ 事 業 費

５，０００千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 0 5,000

※ 一般財源：新型コロナ宮崎復興応援寄附金

４ 事業効果

新しい生活様式の実践によって感染リスクを低減し、安心して利用できる環境

を整備することにより、これまで利用を自粛していた子どもたちの利用が促進さ

れるとともに、新型コロナの影響を受けている運営団体の安定的な事業運営が図

られる。
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みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進事業

福祉保健課

１ 目的・背景

将来の福祉の担い手として期待される若年層等と本県への移住・ＵＩＪターン希望

者に対し、福祉の仕事への理解を深める取組を行い、福祉分野への進路選択や就業を推

進することにより、県内の社会福祉事業等従事者の確保を図る。

２ 事業概要

（１）福祉の仕事キャリア教育連携事業

福祉関係者と連携し、小学生から高校生まで各世代に応じた出前講座を実施する。

、 、 。また 高校生以上の学生を対象に 福祉分野選択のための事業所見学会を開催する

（２）福祉人材ＵＩＪターン強化事業

各福祉事業所を紹介する冊子及びホームページを作成し、本県への移住・ＵＩＪタ

ーン希望者に対し、冊子を県外の移住相談支援センターや就職支援コーディネーター

等を通して配布する。

３ 事 業 費

９，１０１千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 9,101 0

※ そ の 他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

若年層等や移住・ＵＩＪターン希望者の福祉の仕事に対する理解が深まり、福祉分野

への進路選択や就業が促進されることで、福祉人材の確保につなげることができる。
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「いのちをつなぐ 「地域で支える」自殺対策推進事業」

福祉保健課

１ 目的・背景

自殺のリスクに応じた段階毎の「いのちをつなぐ」取組の充実に加え、地域福祉の

視点を踏まえた「地域で支える」取組を実施することにより、総合的かつ包括的な自殺

対策を展開し、誰も自殺に追い込まれることのない地域づくりを推進する。

２ 事業概要

（１ 「いのちをつなぐ」取組）

「 」 「 」、「 」、「 」 。基盤の強化 から 一次 二次 三次 予防の段階毎の自殺対策を実施する

① ・・県自殺対策推進協議会の運営等基盤の強化

② ・・・自殺予防等に関する普及啓発、様々な職を対象とする人材養成等一次予防

※ 悩みを抱えた方々に対して、悩みを相談する環境があること、その環境を誰

でも利用できることを周知するため、各種メディア等を活用した普及啓発を強

化する。

※ 新たな取組として、働き盛り世代の中高年が不安に抱く経済問題を取り扱う

司法関係団体等を対象とした「ゲートキーパー」養成等に取り組む。

③ ・・・かかりつけ医と精神科医との連携、相談窓口の整備等二次予防

④ ・・・自殺未遂者支援、自死遺族支援等三次予防

（２ 「地域で支える」取組）

住民が世代や障がいなどの垣根を越えて地域活動を展開する中で 「生きがい」や、

「自己有用感」の醸成、地域の見守りの強化を図るため、市町村等と連携しながら、

地域のキーパーソンの育成や居場所づくりを支援する。

３ 事 業 費

４４，１５１千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

28,295 0 15,856

４ 事業効果

全ての世代や地域において、自殺者の減少が期待できるとともに、地域のつながりの

、 。強化や活性化が促進され 誰も自殺に追い込まれることのない地域づくりが推進される
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自殺対策セーフティネット強化推進事業

福祉保健課

１ 目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクを抱える方に対し、対面等による

相談支援体制を拡充するとともに、特に自殺者数が増加している女性や若者を対象とし

た啓発等の情報発信を行うことにより、自殺を防止するための対策の強化を図る。

２ 事業概要

自殺対策ワンストップ相談会の複数回開催など相談体制の拡充を図るとともに、女性

や若者を対象とした情報発信や啓発を強化する。

３ 事 業 費

１１，４５０千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

11,450 0 0

４ 事業効果

相談体制の充実や広報の強化を図ることで、自殺リスクを抱える方を適切な相談機関

へつなげることにより、自殺の防止が図られる。
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医師の働き方改革推進事業

医療薬務課

１ 目的・背景

医師の離職防止・県内定着を推進するため、過酷な勤務環境となっている医療機関の

労働時間短縮に向けた取組を支援するとともに、女性医師等の仕事と家庭の両立、復職

等を支援する。

２ 事業概要

（１） 地域医療勤務環境改善体制整備事業

救急医療など地域医療に特別な役割があり、かつ勤務医の負担軽減及び処遇改

善に資する計画を定める医療機関の労働時間短縮に向けた取組を支援

（２） 女性医師等就労支援事業

・ 医療機関の管理者、医学生向けのワークライフ・バランス啓発セミナーの開催

・ 仕事と家庭の両立に関する相談窓口の設置

・ 女性医師の当直免除等に取り組む医療機関への支援

・ 女性医師の復職に向けた研修受講等への支援

（３） 保育支援サービスシステム事業

宮崎県医師会が実施する子どもの一時預かり等の保育支援サービスへの支援

３ 事業費

９５，５６９千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 95,569 0

※ そ の 他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

医師の労働時間短縮や女性医師等の仕事と家庭の両立等を支援することで、勤務環境

改善による離職防止・県内定着が図られる。
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特定行為に係る看護師の研修制度推進事業

医療薬務課

１ 目的・背景

高齢化や人口減少が進む中にあって急性期から在宅医療等まで幅広く支える看護師

を養成するため､看護師の特定行為研修制度の周知を図るとともに研修実施の体制整備

を支援する｡

２ 事業概要

（１） 特定行為研修周知事業

・ 特定行為研修制度への理解を深めるための研修会や先進地視察の実施

・ 研修制度の活用・推進に関する検討会の開催

（２） 特定行為研修支援事業

指定研修機関や研修協力施設として研修を実施するための準備を行う医療機関

等へ支援する。

（３） 特定行為指定研修施設整備事業

指定研修機関として研修室等の新設等が必要な医療機関等へ支援する。

３ 事 業 費

２０，０１１千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一般財源

6,760 13,251 0

※ そ の 他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

、 、特定行為研修を受講しやすい環境が整うことにより 特定行為研修修了者が増加し

医療の質や安全の確保、医療従事者の働き方改革につながる。
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市町村国保レセプトデータ等活用支援事業

国民健康保険課

１ 目的・背景

国民健康保険法において、県は、市町村が行う保健事業に関して、市町村相互間の連

絡調整、専門的な技術又は知識を有する者の派遣、情報の提供その他の必要な支援を行

うよう努めることとされている。

このため、レセプトデータ等の分析を通じて地域ごとの健康課題を明確にし、市町村

が地域の課題に応じた効果的な保健事業計画を立案・実施できるよう支援する。

２ 事業概要

（１）レセプトデータ等分析・活用事業

レセプトデータ等の分析を通じて市町村の健康課題を明確にし、市町村が地域の課

題に応じた保健事業計画を立案・実施できるよう支援する。また、分析結果の活用法

に関する市町村担当者向けの研修会等を開催する。

（２）糖尿病性腎症重症化予防事業

二次医療圏ごとに医師を中心とした多職種連携体制を構築し、糖尿病性腎症重症化

予防の取組を推進するため、糖尿病連携手帳の活用に関する医師向け研修会を開催す

るとともに、多職種勉強会を実施する。

（３）適正服薬推進事業

市町村が行う重複服薬者等に対する保健指導を支援し、適正服薬による健康保持及

び医療費適正化を推進するため、市町村保健師と共に訪問指導を行う薬剤師を派遣す

る。

３ 事 業 費

１７５，０００千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

175,000 0 0

４ 事業効果

分析結果を活用した事業の企画や保健事業に携わる人材の育成を推進することによ

り、健康寿命の延伸や医療費の適正化、財政基盤の強化が図られる。
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介護施設等感染拡大防止対策支援事業

長寿介護課

１ 目的・背景

介護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、ウイルスが外に

漏れないようにするための陰圧装置の設置や、多床室の個室化改修等を支援する。

２ 事業概要

（１）簡易陰圧装置設置支援（補助率 定額、上限１台あたり４，３２０千円）

ウイルスが外に漏れないよう、陰圧装置の設置に必要な経費を補助する。

（２）換気設備設置支援（補助率 定額、上限１㎡あたり４千円）

定期的な換気ができるよう、換気設備の設置に必要な経費を補助する。

（３）多床室の個室化改修支援（補助率 定額、上限定員１人あたり９７８千円）

居室を空間的に分離するため、多床室の個室化改修に必要な経費を補助する。

３ 事 業 費

２６４，８４６千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

48,000 216,846 0

※ その他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止の取組を支援することにより、

重症化リスクが高いとされている高齢者が安心して介護サービスを受けることができ

る。
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外国人介護人材確保対策事業

長寿介護課

１ 目的・背景

外国人介護人材の採用促進のため、事業者向けのセミナーを開催するとともに、採用

された外国人材が円滑に定着できるようにするため、介護施設等での環境整備に必要と

なる経費を補助することで、介護人材の確保を図る。

２ 事業概要

（１）外国人介護人材受入セミナーの開催

外国人材を受け入れる予定の介護事業者等に対し、外国人受入制度や採用の具体的

な手続き等に関するセミナーを開催する。

（２）外国人介護人材受入施設等環境整備事業（補助率 ２／３以内）

外国人材を受け入れる介護施設等に対し、人材の円滑な定着を支援するため、多言

語翻訳機や資格取得に必要な教材の購入等に必要な経費を補助する。

３ 事 業 費

３，２０６千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 3,206 0

※ その他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

セミナーの開催によって外国人介護人材の採用を促進するとともに、環境整備事業に

よって外国人介護人材が円滑に定着できるようになることにより、介護人材の確保が図

られる。
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福祉系高校と連携した中学校への介護の魅力発信事業

長寿介護課

１ 目的・背景

福祉系高校生を将来の有望な介護人材と捉え、より多くの中学生が福祉系高校へ進学

し、介護現場へと就職する好循環を生み出すため、中学生を対象に介護の魅力を発信す

る。

２ 事業概要

（１）高校生による介護の魅力発信

中学生を対象として、介護、認知症などの理解、高校での学び等についてのプレゼ

ンテーション等を実施する。

（２）介護の魅力体験活動

中学生を対象として、認知症ＶＲ体験、介護ロボット体験、高校生による介護技術

のレクチャーを実施する。

３ 事 業 費

１，５９１千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 1,591 0

※ その他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

福祉系高校を目指す中学生を増やすとともに、介護の魅力を他者に伝えるという高校

生自身の経験が、介護の仕事を選択する契機となることで、将来本県の介護現場で中核

を担う介護人材の育成・確保につながる。
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新人介護職員定着支援事業

長寿介護課

１ 目的・背景

介護関係職種では、勤続３年未満での離職者が全体の約６割を占め（令和元年度介護

労働実態調査）、新人介護職員定着に向けた対策が急務である。

そこで、本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、概ね入職３年以内の介護職員

及び介護事業所の新人育成担当者向けの研修を実施する。

２ 事業概要

（１）新人介護職員交流研修

概ね入職３年以内の介護職員を対象に、モチベーション向上や、事業所の垣根を超

えた職員同士のネットワーク構築を目的とした交流研修を実施する。

（２）新人育成担当者（若手先輩介護職員）向け研修

若手先輩介護職員によるフォロー体制構築を目的とした内容の研修を実施する。

３ 事 業 費

５，１３７千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 5,137 0

※ その他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

新人介護職員を対象とした事業所の枠を超えたつながりづくりや、各職場における

定着のための体制整備を支援することで、早期離職防止が図られる。
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介護施設等防災・減災対策強化事業

長寿介護課

１ 目的・背景

介護施設等における非常用自家発電設備や給水設備の整備、倒壊の危険性のあるブロ

ック塀等の改修を支援することにより、災害時でも介護サービスを継続して提供できる

環境を整備する。

２ 事業概要

（１）非常用自家発電設備・給水設備の整備支援（補助率 ３／４以内）

災害による停電・断水時にも施設機能を維持できるよう、非常用自家発電設備や給

水設備の整備に要する経費を補助する。

（２）介護施設等の安全対策の強化（補助率 ３／４以内）

ブロック塀の倒壊等を防ぐため、介護施設等の安全上対策が必要なブロック塀等の

改修に要する経費を補助する。

３ 事 業 費

１２３，４０６千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

82,271 41,135 0

※ その他：大規模災害対策基金

４ 事業効果

介護施設等における防災・減災対策を強化することで、災害時でも介護サービスを継

続して提供できるようになり、利用者等の安全・安心が確保される。
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障害福祉サービス従業者養成研修事業

障がい福祉課

１ 目的・背景

相談支援専門員やサービス管理責任者等の人材を養成し、新規従業者の担い手を増や

すとともに、スキルアップを図ることによって、指定障害福祉サービス等の安定供給及

び障がい者等の生活の向上等に資する。

２ 事業概要

（１） 相談支援従事者研修

相談支援専門員の養成、資格更新、資質向上のための研修を実施。

（２） サービス管理責任者等研修

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の養成、資格更新、資質向上の

ための研修を実施。

※国の研修制度の見直しに伴い、令和３年度からサービス管理責任者等になるため

の研修に新たに「実践研修」を追加するとともに、資質向上のための研修を追加

する。

３ 事 業 費

６，０００千円

（財源内訳） （千円）
国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

3,000 0 3,000

４ 事業効果

国の研修制度に沿った、より質の高い相談支援専門員やサービス管理責任者等が養成

される。
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障がい者工賃向上等支援事業

障がい福祉課

１ 目的・背景

障害者総合支援法における就労継続支援事業所で働く障がい者に支払われる工賃向上

等を図るため、事業所に対して中小企業診断士等で構成する工賃向上等支援チームの派

遣や事業所が製作した商品の共同販売等を実施する。

事業概要２

（１）中小企業診断士や企業経営者等で構成する工賃向上等支援チームを事業所へ派遣

し、売上向上、経費見直し、製品開発等に関するアドバイスを実施。

※支援先を7事業所から１０事業所に拡大

（２）事業所の管理者等を対象とした工賃向上等のためのマネジメント等に関する研修

会を開催。

（３）各事業所が製作した商品等をイベント等での共同販売やネット販売を行うととも

に、一般企業等からの受注拡大のためのスキルアップ研修等を実施。

３ 事 業 費

８，５６７千円

（財源内訳） （千円）
国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

4,283 0 4,284

４ 事業効果

就労継続支援事業所に対して、製作された商品等の販路拡大や新たな事業展開等の取

組を支援することにより、事業所で働く障がい者の工賃向上等が図られる。
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医療的ケア児等一時保護事業

障がい福祉課

１ 目的・背景

在宅の医療的ケア児や重症心身障がい児の保護者から、自分が新型コロナウイルスに

感染した場合に、自分以外に介護者がいない子ども達への心配の声があがっている。こ

れらに対応するため、こども療育センター（以下「センター」という ）が子ども達の。

受入れを行う。

２ 事業概要

センターが、関係医療機関から看護師等の派遣を得ながら受入れを行うため、派遣さ

れた看護師等に必要な経費を支給する。

（１）開 設 場 所 感染症対策用の病室

（２）病 床 数 ３床（個室）

（３）開 設 形 態 事案発生時に開設し、２４時間

対応

（４）人 員 体 制 センターの医師・看護師及び国

立病院機構宮崎病院の看護師等

（５）受入れ対象像 濃厚接触者であり自力歩行等が

困難な医療的ケア児等

３ 事 業 費

２，６０４千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 0 2,604

※ 一般財源：新型コロナ宮崎復興応援寄附金

４ 事業効果

在宅の医療的ケア児や保護者等の安心した暮らしの確保が図られる。

（外観）

病

室

①

病

室

②

病

室

③

病室②
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殺処分ゼロに向けての動物愛護センター機能強化事業

衛生管理課

１ 目的・背景

第３次宮崎県動物愛護管理推進計画の施行（令和３年４月予定）に当たり、動物愛

護の中核拠点である動物愛護センターの機能（譲渡の促進、啓発等）を強化すること

で、同計画が目標とする「人と動物が真に共生する地域社会」の実現に寄与し、究極

目標である殺処分ゼロを目指す。

２ 事業概要

（１）負傷動物等の治療強化

動物愛護センターの収容動物に対する治療体制を強化し、譲渡促進を図る。

（２）地域猫活動の推進

動物愛護センターでの野良猫の不妊去勢手術頭数の増加を図り、無秩序な繁殖に

よる①離乳前子猫の保護数削減や②周辺の生活環境の悪化を防止する。

（３）動物愛護の啓発強化

イベント企画やインターネットでの情報発信などの動物愛護啓発を強化し、県民

の動物愛護思想醸成を推進させる。

３ 事 業 費

３，２６１千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 0 3,261

４ 事業効果

負傷動物等の治療強化、地域猫活動の推進及び動物愛護の啓発強化により、犬猫の

殺処分削減が図られる。

26



大規模災害等に備えた被災ペットの収容強化事業

衛生管理課

１ 目的・背景

大規模災害時などにおいて、預け先のないペットと共に飼い主が危険な場所に留ま

るなどして受ける二次的災害や健康被害を防止するため、動物愛護センター及び動物

保護管理所に緊急時の被災ペット等の収容設備を整備する。

２ 事業概要

大規模災害時に増加が見込まれる被災者からのペットの預かり相談や放浪ペットの

保護に備え、災害時用多目的テントを整備するとともに、環境悪化に起因したペット

や人の共通感染症のまん延防止のための医療用陰圧テントを整備し、県の収容体制を

強化する。

３ 事 業 費

６，９７１千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 6,971 0

※その他：大規模災害対策基金

４ 事業効果

県の収容設備が強化されることにより、大規模災害時に想定される、ペットの預け

先がない飼い主の二次的災害及び健康被害並びに人獣共通感染症による公衆衛生上の

危害防止が図られる。
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新型コロナ対策「ガイドライン」等普及定着事業

衛生管理課

１ 目的・背景

飲食店等での感染や感染連鎖の継続によるクラスター発生を防ぐため、食品衛生協

会等と連携し、ガイドラインの普及・定着を推進するとともに、県民に対し「新しい

生活様式」の定着・促進を図ることで、飲食店等営業者や県民の意識向上を図る。

２ 事業概要

（１）ガイドラインの普及・定着

食品衛生協会指導員が、４～６月に約１万か所の営業施設を巡回し、チェック表

に基づいてガイドラインの遵守状況の確認及び指導を実施する。

（２ 「新しい生活様式」等定着・促進）

令和２年度の状況を踏まえ、大型連休、お盆及び年末に焦点を当てて、テレビＣ

Ｍの放映、新聞広告等により、県民及び飲食店等営業者に対する感染防止意識の向

上を図る。また、感染防止チラシ、のぼり旗等を作成し、市町村の感染防止対策を

支援する。

３ 事 業 費

５２，１７８千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

52,178 0 0

４ 事業効果

新型コロナウイルス感染症対策への意識が向上し、感染拡大防止が図られる。
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アレルギー疾患医療提供体制整備事業

健康増進課

１ 目的・背景

平成２７年に施行された「アレルギー疾患対策基本法」に基づき、アレルギー疾患

を有する者が、その居住する地域に関わらず、等しくそのアレルギーの状態に応じて

適切なアレルギー疾患医療を受けることができるよう、アレルギー疾患医療提供体制

を整備する。

２ 事業概要

（１）アレルギー相談窓口の設置

アレルギー疾患医療拠点病院を選定し、県内医療機関からの相談等に対応する。

（２）アレルギー疾患医療連絡協議会の設置

本県のアレルギー疾患の実情を継続的に把握し、拠点病院を中心とした診療連携

体制、情報提供、人材育成等の施策の企画、立案や実施等、本県の実情に応じたア

レルギー疾患対策の推進を図るため、アレルギー疾患医療連絡協議会を設置する。

（３）研修会の開催や普及啓発の実施

医療従事者や教育関係者等のアレルギーに関する知識、技術力の向上のための研

修会の開催や、県民がアレルギー疾患に関する正しい知識を持ち、重症化の予防や

症状の軽減に必要な注意を払えるよう普及啓発を行う。

３ 事 業 費

３，２２０千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

1,610 0 1,610

４ 事業効果

本県におけるアレルギー疾患医療提供体制を整備することにより、アレルギー疾患

医療全体の質の向上が図られる。
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アレルギー専門医等育成による小児医療支援事業

健康増進課

１ 目的・背景

アレルギー疾患医療においては、食物アレルギーへの対応など、小児科分野におい

て高い専門性が求められる。

本県におけるアレルギー医療提供体制を整備するのにあわせて、医師が一般社団法

人日本アレルギー学会が認定する専門医を目指すきっかけを作り、アレルギー疾患を

抱える小児に対応できる医師の増加を図る。

２ 事業概要

アレルギー分野の基礎的な研修会・講習会に医師を派遣する。

３ 事 業 費

３，０００千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 3,000 0

※ そ の 他：地域医療介護総合確保基金

４ 事業効果

アレルギー疾患を抱える小児に対応できる医師が増えることにより、小児医療の充

実及び小児科医師の負担軽減につながるともに、アレルギー分野の研修等を受けた医

師や、他県に比べて少ないアレルギー専門医が増えることにより、本県のアレルギー

疾患医療の質の向上が図られる。
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愛の予防接種助成事業

健康増進課

１ 目的・背景

予防接種は、感染症対策として最も基本的かつ効果的な対策の一つであり、生命と

、 、健康を守る重要な手段であることから 任意の予防接種の費用を助成することにより

次代を担う子ども達を感染症の合併症や後遺症から守る。

２ 事業概要

任意ワクチンの接種費用を助成する市町村に対する補助を行う。

（１）対象ワクチン

おたふくかぜワクチン

三種混合ワクチン

（２）実施主体

市町村

（３）補助率

１／３以内

３ 事 業 費

１５，７８３千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 0 15,783

４ 事業効果

任意予防接種の助成を実施することにより保護者の経済的負担が軽減され、被接種

者数が増えることにより、感染症の重症化予防・流行の抑制が図られる。
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生涯を通じた予防・健康づくり推進事業

健康増進課

１ 目的・背景

若い世代・働く世代・高齢者の各ライフステージの特性に応じて、生涯を通じた切れ

目のない健康づくりの推進を図り、県民の健康寿命の延伸の実現を目指す。

２ 事業概要

（１）若い世代の健康づくり

栄養バランスの定着を図るため、管理栄養士養成施設と連携した実践支援活動を行

い、同世代への普及啓発を行う。

（２）働く世代の健康づくり

県内企業等における健康経営の推進を図るため、民間企業（包括連携協定企業等）

と連携した食環境整備、協会けんぽと連携した健康宣言事業所への個別指導及び研修

会の開催、健康経営に積極的に取り組む企業等を表彰する健康長寿推進企業等知事表

彰を行う。

（３）高齢者の健康づくり

、 、フレイル予防を推進するため 配食サービス実施施設への指導による食環境整備や

通いの場等への専門職派遣及び健康教育を行う。

（４）全ライフステージの健康づくり

全ライフステージを通じた予防・健康づくりの推進を図るため、健康長寿社会づく

り推進会議の開催や健康フェスタでの普及啓発を行う。また、九州・山口各県健康寿

命延伸対策プロジェクトにおける九州健康増進チャレンジデーを実施する。

３ 事 業 費

５，２６８千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

1,215 0 4,053

４ 事業効果

ライフステージに応じた働きかけを行うことで、県民の健康づくりのための行動変容

及び生活習慣の定着が図られる。
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不妊治療支援環境づくり事業

健康増進課

１ 目的・背景

不妊治療支援に係る国の方針等を踏まえ、不妊治療費等の経済的負担に対する積極

的支援策に合わせて、不妊治療の当事者を温かく見守り、応援していこうとする社会

的機運を醸成するための啓発を行う。

２ 事業概要

（１）地域や職場、若い世代など、広く県民を対象にした、様々なメディア・手法によ

る不妊治療等に関する啓発

（２）他のライフステージ（結婚、子育て等）に係る関係施策と連携した一体的な啓発

３ 事 業 費

６，３００千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

０ 6,300 ０

※ そ の 他：人口減少対策基金

４ 事業効果

社会的機運の醸成により不妊治療を希望する夫婦が安心して治療を受けられる環境

づくりに寄与し、少子化の改善に資する。
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型コロナウイルスワクチン接種に係る啓発相談事業新

健康増進課

１ 目的・背景

円滑に県民へのワクチン接種が実施されるように、専門的相談体制の確保や情報発

信を行う。

２ 事業概要

（１）相談窓口対応

ワクチン接種のための市町村支援、流通調整等の広域調整、医療従事者等への接

種体制の確保を行うとともに、専門的相談体制を確保する。

（２）県民への情報発信

円滑にワクチン接種を実施するため、県民への広報活動を行う。

３ 事 業 費

３５，９１４千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

35,914 0 0

４ 事業効果

専門的相談体制の確保や広報活動を行うこと等により、県民が安心してワクチン接

種を受けることができる。
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みやざき結婚サポート事業

こども政策課

１ 目的・背景

少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化の進行を踏まえ 「みやざき結婚サポート、

センター」の運営を通じて、会員制のマッチングシステムを使用した、結婚を希望する

男女に対する１対１の出会いをサポートする。

２ 事業概要

（１）ＡＩが繋ぐ結婚サポート事業

「みやざき結婚サポートセンター」に新しいマッチングシステムを導入し、ＡＩに

よる相性のいい相手紹介や、スマートフォン等による時間や場所を問わない相手検索

を可能にするとともに、相談体制及び広報活動を強化する。

（２）九州地域戦略会議次世代育成プロジェクトチーム事業

九州地域戦略会議の第２期九州創生アクションプランにおける結婚・子育てに係る

事業を九州・山口で広域的に実施する。

３ 事 業 費

６１，６７６千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

30,338 7,500 23,838

※ そ の 他：人口減少対策基金

４ 事業効果

時間や結婚サポートセンターからの距離に左右されずに婚活ができ、相性のいい相手

と出会いやすくなることにより、会員の利便性や満足度が向上し、新規会員数及びカッ

プル成立数が増えて出生数の増加につながる。
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未来みやざき子育て県民運動推進事業

こども政策課

１ 目的・背景

子どもと子育て家庭を社会全体で応援する「未来みやざき子育て県民運動」により、

地域や企業と一体となって子どもや子育て家庭に対するライフステージに応じた切れ目

のない支援を多面的に展開し、誰もが安心して子どもを生むことができ、子育てを楽し

いと感じられる社会を実現する。

２ 事業概要

（１）子育て情報発信事業

子育て応援サイト「すくすくみやざき」や、民間事業者の発信力を活用して情報を

発信する。

（２）子育て応援フェスティバル開催事業

子育て支援情報の発信と子育て支援団体の連携促進のためのイベントを開催する。

（３）多様な子育て環境づくり支援事業

子育て支援に取り組む様々な団体の活動に補助を行い、県内各地での多様な取組を

促進する。

（４）子育て応援カード事業

妊婦や子どものいる世帯が子育て応援カードを協賛店に提示して割引等のサービス

を受けられる仕組みを推進する。

（５）ライフデザイン事業

高校生や大学生等に結婚や子育てを含めた人生設計を考える機会を提供する。

（６）夫婦の子育て宣言事業

夫婦が子育てや家事に対する考えを共有する機会を提供し、父親の家事育児参画を

進めることで、夫婦協働による子育てを推進する。

３ 事 業 費

１４，２４７千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

2,956 11,291

４ 事業効果

ライフステージに応じた切れ目ない支援を多面的に展開し、安心して結婚・出産・子

育てができる環境を整備することにより、出生率の向上を図っていく。

子育て応援サイト 子育て応援フェスティバル 子育て応援カード
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社会的養護自立支援強化事業

こども家庭課

１ 目的・背景

児童養護施設から退所を控えた児童や退所した児童等を対象に、就職や進学など

の状況に応じ必要な支援を実施することにより、社会的自立の促進を図る。

また、就職等に伴う身元保証人や未成年後見人に対する損害賠償保険料等の補助

を行うことで、親権を行う者がいない児童等の権利擁護の促進を図る。

２ 事業概要

（１）退所児童等アフターケアセンター設置運営事業

生活面や就労の相談対応、アパート契約など各種手続の講習会、就職活動の支

援、個別面接によるキャリア教育など退所後の生活全般を支援する。

（２）身元保証人確保対策事業

就職や進学、アパート等を賃借する際に、児童養護施設等の施設長が身元保証

人となった場合の損害保険料を支援する。

（３）未成年後見人支援事業

児童相談所が必要と認め、家庭裁判所より選任された未成年後見人が必要とす

る報酬及び損害賠償保険料を支援する。

３ 事 業 費

９，０８２千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

4,541 0 4,541

４ 事業効果

保護者などから、経済的・精神的な支援を受けることができない児童等が、生活

、 、技術の習得はもとより 学校や職場での人間関係などの様々な困りごとを相談でき

支援を受けることができる体制の確保等を図ることで、将来の円滑な自立に結びつ

けることができる。
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協働によるひとり親家庭応援事業

こども家庭課

１ 目的・背景

仕事と子育てを一人で担うひとり親家庭は、新型コロナの影響により、経済面をはじ

め様々な面で大きな影響を受けているが、このような県内のひとり親家庭を応援するた

め、民間ならではのきめ細やかな取組に対して支援を行う。

２ 事業概要

民間団体からひとり親家庭支援に関する提案を募集し、今後の広がりが期待できる、

モデル的な提案に対する補助を行う （補助率 定額、上限：５００千円）。

３ 事 業 費

２，５００千円

（財源内訳） （千円）

国庫支出金 そ の 他 一 般 財 源

0 0 2,500

※ 一般財源：新型コロナ宮崎復興応援寄附金

４ 事業効果

多様な主体との協働を通して、ひとり親家庭への支援に対する社会的気運の醸成や、

団体活動の活性化、広域的・分野横断的なネットワーク形成などを図ることにより、当

該団体の活動を通じたきめ細やかな支援を促進する。
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宮崎県の対応方針
１．基本的な考え方
（１）感染リスクはゼロにならないことを前提（コロナとともに生きていく）に、「感染拡大の防止」と「社会経済活動

の維持・再生」の両立を目指す。
（２）県内の感染状況については、二次医療圏域※ごとに、新規感染者数などを目安として設定する３つの圏域区分への該

当性を判断し、当該圏域における行動要請例を示す。特に、感染が急増する市町村単位などの区域において、いわば
スポット的に、感染の主な要因である感染機会に繋がる場面に焦点を当てた措置を、一定期間、講じる。

（３）感染区分数や国が示す指標等を目安として、県民の行動変容を促すため、警報を発令する。
（４）県民に対し、速やかに圏域区分毎の行動変容を促すことで、感染拡大を早期に防ぎ、社会経済活動の抑制の長期化

を防ぐために、適宜周知広報を行う。
※ ①延岡・西臼杵圏域、②日向・東臼杵圏域、③宮崎・東諸県圏域、④西都・児湯圏域、⑤日南・串間圏域、⑥都城・北諸県圏域、

⑦小林・えびの・西諸県圏域

令和３年３月５日改訂

２．圏域ごとの感染状況と行動要請例
圏域ごとの感染状況の区分 行動要請例

区分 一例（以下を目安として、総合的に判断） 県民への要請（外出） イベント主催者への要請 事業者への要請

緑 感染未確認圏域
・新たな感染者が確認されていない
・感染者が入院又は療養した日の翌日から

起算して１４日間を経過している
○制限なし ○国基準を準用 ○ガイドライン遵守

黄

感染確認圏域 ・新規感染者が一定に収まっている
○状況に応じ、慎重に
（過去のクラスター発生

施設等に注意）

○国基準を準用
（状況に応じ判断） ○ガイドライン遵守

オ
レ
ン
ジ

感染警戒区域
（※）

・新規感染者の急増や、感染経路不明の例
続発、感染者集団（クラスター）の続発
などにより、国基準ステージ３相当又は
そのおそれがある

○感染機会に繋がる場面
（会食等）の一定の制限
（人数、特典等）

○国基準を準用
（特に会食を伴う場面は

制限）

○状況に応じ、感染機会
の制限

赤 感染急増圏域

・新規感染者の急増や、感染経路不明の例
続発、感染者集団（クラスター）の続発
などにより、国基準ステージ４相当又は
そのおそれがある

○原則、外出自粛
○国基準を準用
（特に会食を伴う場面は

制限）
○感染機会の制限

※：黄圏域内において、感染が急増している市町村単位などの区域（市町村と区域の設定を協議）で設定

４ その他 新型コロナウイルス感染症における本県の対応方針について

３．警報
（１）県内について

表示 発令目安 対応例

レベル４
（緊急事態宣言）

・国指標ステージ４相当
（各指標を総合的に判断）

・全域において、赤圏域の対応
・その他の必要な対応

レベル３
（感染拡大緊急警報）

・国指標ステージ３相当
（各指標を総合的に判断）

・緑及び黄にあっては黄圏域の対応、
赤圏域は赤圏域の対応（オレンジ区域
は個別に設定）
・全域における、その他の必要な対応

レベル２
（特別警報）

・黄圏域が３つから４つ以上
・オレンジ区域が１つ以上
・赤圏域が１つ以上

・圏域毎に緑、黄又は赤圏域の対応
（オレンジ区域は個別に設定）

レベル１
（警報） ・黄圏域が１つから３つまで ・圏域毎に緑又は黄圏域の対応

レベル０
（持続的な警戒） ・全ての圏域が緑 ・県全域において緑圏域の対応

※県が感染拡大緊急警報又は緊急事態宣言の発出を総合的に判断する前に、宮崎県新型コロナウイルス感染症対策協議会の意見を聞くもの
とする（意見を聞く協議会の開催等の一つの目安は国指標ステージ３相当以前）。

（２）県外について
①感染注意地域（目安として、当該都道府県等において、直近１週間の新規感染者数が１０万人あたり２．５人を超
えた地域）：訪問する方は、感染防止に十分な注意を要請
②感染流行地域（目安として、当該都道府県等において、外出自粛要請などの対応が採られた地域又は、直近１週間
の新規感染者数が目安として１０万人あたり５人を超えた地域）：往来については、その必要性を十分に判断の上、
慎重な行動を要請
③緊急事態措置区域、まん延防止等重点措置区域、感染拡大地域（目安として、当該都道府県等において、直近１週
間の新規感染者数が人口１０万人あたり１５人を超えた地域）：不要不急の往来自粛
※これらの地域表示に加え、必要に応じて、一定の都道府県等について、県民の方への往来自粛、県外の方への来県
自粛を要請

！ ！ ！ ！

！ ！ ！ ！

！ ！ ！ ！
！ ！ ！ ！
！ ！ ！ ！
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４．持続的な警戒態勢
・県民に、基本的な感染対策（３密回避、マスクの着用、手洗い、手指消毒等）の徹底を要請すると
ともに、新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の利用を促進する。

・県民に、『会食の「みやざきモデル」』を推奨する。
・全ての事業者に対して、ガイドラインの作成・実践・遵守を要請する。
・高齢者、未就学児、障がい者（児）等が利用する社会福祉施設等において、利用者又は職員に感染者
が確認された場合、当該施設等への必要な検査を実施するとともに、事業継続体制等の支援を行う
（詳細は県と協議）。

５．その他
市町村・事業者等には、一律の要請は行わないが、当該対応方針を踏まえた対応への理解及び協力を
求める。

６．適用
令和２年１２月２日付け宮崎県対応方針を改正し、令和３月３月５日からこの対応方針を適用
する。ただし、国の方針や感染の広がり、医療提供体制の逼迫状況等に応じ、適宜見直す。

新型コロナ感染拡大防止のための早期の行動要請について
１ 基本的な考え方
県内全域で緊急事態宣言の発令等に至る状況を未然に防ぐため、県内の第３波の検証及び国の基本的対処方

針の考え方を踏まえ、地域で感染拡大の兆しが見られた場合に、これまでより一歩早めに感染警戒区域（オレ
ンジ区域）等の指定を行うとともに、現地の感染状況等に対応した早期に的を絞った行動要請を行うもの。

２ 具体的な対応
(1) 市町村との協議について

直近１週間の人口１０万人あたりの新規感染者数（以下「新規感染者数」という。）が５人を超えた時

点で、感染警戒区域（オレンジ区域）の指定等について、関係市町村と協議を開始する。

(2) 感染状況の区分の運用について

※１ 感染が急増している市町村単位などの区域（市町村と区域の設定を協議）で設定する。
※２ なお、実際の指定は、各圏域・市町村の人口規模や積極的疫学調査に基づく感染見通し等を踏まえ、

総合的に判断する。

(3)指定の期間について
対策の効果が現れるまで１週間程度必要なことから、原則、３週間程度を目安とする。（従来は２週間）

区分 県対応方針の目安 運用の目安

感染警戒区域
(オレンジ区域)

新規感染者の急増や、感染経路不明の例続発、
感染者集団の続発などにより、国基準ステー
ジ３相当又はそのおそれがある

従来 今後

新規感染者数１５人 新規感染者数１０人

感染急増圏域
(赤圏域)

新規感染者の急増や、感染経路不明の例続発、
感染者集団の続発などにより、国基準ステー
ジ４相当又はそのおそれがある

従来 今後

新規感染者数
２５人

新規感染者数２０人
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１．医療提供体制
①入院病床２７４床

②宿泊療養施設２５０室

医療提供・検査体制について

感染症指定
医療機関 協力医療機関等 圏域計

宮崎東諸県 ７ １０９ １１６
日南串間 ４ ６ １０

都城北諸県 ４ ５１ ５５
西諸県 ４ １４ １８

西都児湯 ４ ９ １３
日向入郷 ４ １４ １８

延岡西臼杵 ４ ４０ ４４
合計 ３１ ２４３ ２７４

施設数 室数
県央・県南部 ２ １５０

県西部 １ ５０
県北部 １ ５０
合計 ４ ２５０

２．検査体制の確保

① 新型コロナの検査体制
・１日当たり最大で４，５００件の検査需要に対応

② 診療・検査医療機関の指定 ３７５医療機関
・発熱等の症状があれば、かかりつけ医など身近な医療機関に相談することで、

診療や検査を受けられる体制を整備

③ 変異株のＰＣＲ検査
・県衛生環境研究所において、県保健所で行った行政検査や、宮崎市保健所から

依頼された検体の検査を実施

３．早期検査等の実施

感染が拡大している地域や集団感染において、早期かつ幅広く検査を実施
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新型コロナワクチンについて

優先接種開始

４月12日～

２ ワクチン供給等について
（１） 医療従事者（対象者：約５万人）

供給時期 供給量

５月１０日の週まで ９３箱（５１，２８５人分）が配送完了

（２） 高齢者（対象者：約３５万人※） ※対象者人口
供給時期 供給量

５月１７日の週まで ２２２箱（１２１，７７７人分）が配送
６月中 高齢者用ワクチンの配送完了見込み

１ ワクチン接種スケジュール

先行接種

高齢者

２月19日～

優先接種開始
３月５日～

医療従事者

高齢者
（６５歳以上）

４月12日～

→ ６月には接種完了する見込み

３ 市町村における高齢者へのワクチン接種計画（令和３年４月１９日現在）

(1) 接種実施期間 市町村数

６月まで ４

７月まで １０

８月以降 １２

(2) 接種形態 市町村数

特設会場での集団接種中心 １２

医療機関での集団接種中心 ２

医療機関での個別接種中心 ４

集団接種と個別接種を複合 ８
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４ 接種接種状況（令和３年４月２１日現在）

医療従事者（約５万人） １回目 ２回目 総接種回数
接種回数 17,747回 10,493回 28,240回
接種予定者数に対する進捗率 35.5％ 21.0％ －

高齢者（約３５万人） １回目 ２回目 総接種回数
接種回数 628回 0回 628回
接種予定者数に対する進捗率 0.2％ － －

※各医療機関がワクチン接種円滑化システム(V-SYS)を通して報告したものを集計

高齢者施設の従事者 １回目 ２回目 総接種回数
接種回数 181回 ０回 181回

５ 新型コロナワクチン副反応等コールセンター相談実績
（令和３年４月２１日現在）

３月計
（3/15～）

４月計
（～4/21）

計

(1) ワクチンに関すること 6.9 % 5.4 % 5.8 %

(2) 副反応に関すること 73.5 % 39.0 % 48.6 %

(3) ワクチン接種制度に関すること 1.1 % 0.7 % 0.8 %

(4) 接種場所、予約方法に関すること 12.0 % 23.4 % 20.2 %

(5) 健康被害救済制度に関すること 0.4 % 2.3 % 1.7 %

(6) その他（苦情等） 6.2 % 29.2 % 22.8 %

相談件数 計 249 709 958
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全国と県内の感染状況について

※これまで全国的な感染拡大とタイミングを同じくして、県内でも感染が発生、拡大

宮崎県

全国

「第3波」より
急な拡大
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緊急事態宣言を発令

本県の感染者数（１２月～）

1日当たり新規感染者数が
100人を超え過去最多

感染拡大緊急警報へ移行

緊急事態宣言の継続を決定

日向・東臼杵圏域を
感染急増圏域に指定

都城市・三股町を
感染警戒区域に指定
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各圏域の感染状況
（直近1週間の人口10万人あたりの新規感染者数）

日向・東臼杵圏域を
感染急増圏域に指定
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■日向・東臼杵圏域を
感染急増圏域（赤圏域）に指定

【指定期間】
4月10日（土）～4月30日（金）を目途
※終期は、感染状況を見極めて判断

日向・東臼杵圏域の対応について

延岡・西臼杵圏域

日向・東臼杵圏域

西都・児湯圏域

小林・えびの・西諸県圏域

宮崎・東諸県圏域

都城・北諸県圏域

日南・串間圏域
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■都城市・三股町を
感染警戒区域（オレンジ区域）に指定

【指定期間】
4月24日（土）～5月14日（金）を目途
※終期は、感染状況を見極めて判断

都城・北諸県圏域の対応について

4月24日時点

延岡・西臼杵圏域
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県内における変異株（疑い例）の発生状況

※上記は県衛生環境研究所の検査で変異株の疑いが確認された件数であり、今後国立感染症研
究所でのゲノム解析を経て確定となります

※変異株の検査は通常の新型コロナ検査と別に行われており、上記件数は日々の新型コロナ新
規感染者数とは一致しません
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東京都、大阪府、兵庫県、京都府に

緊急事態宣言
発令！

大型連休（ゴールデンウィーク）期間中

全都道府県との
往来自粛を！

県外との往来について

大型連休（GW）期間中のお願い（4/29～5/9）

１ 全都道府県との往来自粛を！
○ 仕事など生活に必要な場合を除き、県外に出かけないようにしましょう
○ 隣県が生活圏の場合、通勤・通学・通院や生活必需品の買い出し等による
往来は構いません

○ 仕事等でやむを得ず往来される場合は、感染対策を徹底していただきな
がら、会食等の場面では厳重な注意をお願いします

○ 県外から帰ってきた場合、以下のことに注意してください
・健康観察に努めていただき、ささいな症状でも身近な医療機関の受診を！
・会食は家族などいつも一緒にいる身近な人と！

２ ガイドライン遵守
の更なる徹底を！

各事業者の皆様は感染拡大防止
のためのガイドラインを遵守して
ください

３ イベント・バーゲン
セール等は感染防止策
の徹底を！

多数の来場者が想定されるイベン
ト・バーゲンセール等は人数制限等
を実施の上、感染防止策を徹底し
てください
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第４波の急拡大を防ぐ

変異株のリスクに厳重に警戒し、
県外との往来自粛、マスクの着用や
こまめな手洗い、３密の回避など
感染防止対策のより一層の徹底を！

瀬戸際！
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新型コロナウイルス感染症対策に伴う令和３年度補正予算について

１ 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 令和３年４月９日専決

（１） 生活福祉資金貸付金の補正（福祉保健課）

① 補 正 額 １，０８０，０００千円

② 補正の理由 生活福祉資金の特例貸付の受付期間が令和３年６月末ま

で延長されることとなったため

③ 財 源 国庫支出金

（２） 低所得のひとり親世帯生活支援特別給付金給付事業の補正（こども家庭課）

① 補 正 額 １７７，１１０千円

② 補正の理由 低所得のひとり親世帯に対して、生活支援特別給付金を

支給するため

③ 財 源 国庫支出金

２ 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 令和３年４月臨時会議決

（１） 感染症対策休業要請等協力金等事業（福祉保健課）

① 補 正 額 １５４，４６７千円

② 補正の理由 飲食店等への営業時間短縮要請に伴い、市町村と連携し

て協力金を支給するため

③ 財 源 国庫支出金
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緊急事態宣言を発令

本県の感染者数（１２月～）

1日当たり新規感染者数が
100人を超え過去最多

感染拡大緊急警報へ移行

緊急事態宣言の継続を決定

日向・東臼杵圏域を
感染急増圏域に指定

都城市、三股町を
感染警戒区域に指定
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延岡・西臼杵圏域 日向・東臼杵圏域 西都・児湯圏域
宮崎・東諸県圏域 小林・えびの・西諸県圏域 都城・北諸県圏域
日南・串間圏域 県全体

分科会が示す指標ステージ４

各圏域の感染状況
（直近1週間の人口10万人あたりの新規感染者数）

日向・東臼杵圏域を
感染急増圏域に指定 65.3

分科会が示す指標 ステージ３

都城市、三股町を
感染警戒区域に指定
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県内における変異株（疑い例）の発生状況

※上記は県衛生環境研究所の検査で変異株の疑いが確認された件数であり、今後国立感染症研
究所でのゲノム解析を経て確定となります

※変異株の検査は通常の新型コロナ検査と別に行われており、上記件数は日々の新型コロナ新
規感染者数とは一致しません
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